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近年、気候変動の深刻化に伴う異常気象や自然災害が増加し、食料・水資源や生態系の安

定に懸念が高まっています。2024年に開催されたCOP29では、気候資金の拡充、炭素市場

の本格運用、適応・ロス＆ダメージへの国際的な連携強化などの議論や、生物多様性条約

COP16において、自然資本の保全・再生が重要な課題として位置づけられており、企業の

積極的な取り組みが期待されています。

当社は持続可能な社会の実現と豊かな地球環境の継承を経営の根幹に据え、環境負荷の

「見える化」と多角的な環境保全を推進し、透明性の高い情報開示と法令遵守に努めてまいり

ます。また、カーボンフットプリントの算出や低炭素製品の開発、自然資本の保全・再生に取

り組んでいます。

当社は1999年よりISO14001認証を継続取得し、確立した環境マネジメントシステムを基盤に全社的な環境活動を推進し

ています。サステナビリティ委員会の下部組織であるカーボンニュートラル委員会にて環境関連の方針策定やKPI管理をする

ことにより、経営層の意思決定を迅速かつ確実に環境活動へ反映し、経営体制と連動した環境ガバナンスを構築しています。

当社は、「カーボンニュートラル」「サーキュラー

エコノミー」「ネイチャーポジティブ」の3つを環境

活動の柱と位置づけています。

バリューチェーン全体でのCO₂削減、限りある資

源の循環活用、そして豊かな自然と生物多様性の保

全・再生といった取り組みが相互に連携することで、

より高い持続可能性を実現していきます。

環境マネジメントシステム

活動の3本柱

カーボンニュートラル担当
執行幹部

山家 吉智

基本的な考え方
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次世代を担うAisanみらい工場

太陽光発電

アンモニア・水素発電

ZEB（事務エリア）、エコ建材の利用

ビオトープ

環境マネジメント

新空調システム（生産エリア）

当社の環境活動における3本柱である「カーボンニュートラル」「サーキュラーエコノミー」「ネイチャーポジティブ」を実現

する新たな工場として「Aisanみらい工場」を整備しました。生産エリアにおいては、帯水層蓄熱システムと成層空調システム

を組み合わせた新空調システムを導入し、省エネと快適な作業環境の両立を図るとともに、ものづくりの観点では、生産効率

を高めることで徹底的な省エネを実現します。また、必要なエネルギーは、太陽光発電やアンモニア・水素発電をはじめとす

るクリーンエネルギーでまかなう設計にしています。これらの取り組みにより事務エリアではZEB認証を取得しました。さら

に、自然再興を推進するため、既存工場の間伐木材や地元産木材を活用した地産地消の取り組み、地域の自然を再現したビオ

トープを整備しています。

「Aisanみらい工場」は、当社の持続可能な成長を支える重要な基盤として、次世代のものづくりを牽引してまいります。

CN

CN

CECN

NP

CE CN

帯水層蓄熱システム 成層空調 地産地消、間伐材の利用
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2019 203020252023 （年度）

エネルギー効率改善、高効率設備への切替

空調設備・生産設備・自家発電設備の電化 生産設備の水素化

J-クレジット活用

カーボンニュートラル燃料の活用

日常改善、カーボンニュートラル革新技術

再生可能エネルギーの拡大
アンモニア・水素発電の活用

エネルギーマネジメント

Scope1

Scope2

当社は温室効果ガス削減にあたり、自社排出CO2（Scope1＆2）の削減だけでなくバリューチェーン全体CO2（Scope3）の削減

活動を重要視しています。特に2021年から開始した仕入先との連携によるMCK（もっとカーボンニュートラル強化）活動を推進し、

CO2排出量の「見える化」と「削減」をともに追求しています。2024年度は新たに地域と連携した森林吸収による「カーボンオフ

セット」の取り組みを開始しました。

また、製品のカーボンフットプリント把握を進め、算出結果に基づいて仕入先と具体的な削減策を立案・実行しています。製品1個

当たりのライフサイクルCO2を把握することにより、自社工程だけでなく、原材料から廃棄までを含めた低炭素製品の開発や環境負

荷の一層の軽減を目指しています。

さらに、取り組みの透明性と信頼性を高めるため、第三者検証の対象範囲を拡大し、環境情報の開示精度向上に努めています。

2024年度に排出された当社連結におけるCO2排出量について、Scope1＆2の100％、Scope3の94%が、第三者検証を受審し

ました。これにより、社内外のステークホルダーに対して信頼性の高い情報提供を可能にし、説明責任を果たしていきます。

今後もMCK活動を深化させ、日常改善や生産技術革新を通じて、バリューチェーン全体で持続可能性の向上と環境負荷低減の

両立に取り組むとともに環境関連情報の適正開示に努めてまいります。

2030年までにScope1・Scope2の排 出 量を

2019年度比で60％削減する目標を設定し、着実な

実行を進めています。

日常改善によるエネルギー効率改善、ものづくり

における生産技術革新を通じて徹底的なエネル

ギー削減を進めるとともに、太陽光発電などの再生

可能エネルギーや当社が開発を進めるアンモニア・

水素発電を活用し、化石燃料からの脱却に貢献して

いきます。

バリューチェーン全体のCO2削減C Narbon eutral ロードマップ

CO2（Scope1&2）排出量 CO2（Scope3）排出量

Scope1＆2

2024年度の主な取り組み

当社ではエネルギーフロー図を活用し、エネルギーの収支
を「見える化」することで、使用状況を整理・把握する取り
組みを進めています。これにより、設備の部位ごとに発生す
るエネルギーロスを明確化。ロスを定量化することで改善
対応の優先順位づけと具体的な改善策の立案につなげてい
ます。これらの取り組みにより、エネルギーの有効活用を継
続的に推進しています。

工場圧縮エアー由来のCO2排出量削減活動を実
施していく中で、生産ラインの直前に設置している
個別エアドライヤの廃止を実施しました。エアー温
度と露点データを収集し、設置基準を明確にするこ
とで、現場の不安を解消するとともに設置の必要性
を整理しました。結果、年間150tのCO2排出量削減
を達成しました。

当社は2030年度の環境目標達成に向け、再生可能エネルギー導入を拡大しています。
2024年度は新たに日本とインドネシアの2拠点で工場屋根上の太陽光発電を整備し、中国
の2拠点ではソーラーカーポートを導入しました。これにより合計5,500MWh／年の再生
可能エネルギーを創出し、再生可能エネルギー使用率の向上に貢献しています。

また、メキシコとアメリカの拠点においては、新たにグリーン電力を導入するなど、各国
のエネルギー事情や規制を踏まえ、柔軟な再生可能エネルギー活用戦略を推進しています。

エネルギー効率改善

日常改善で進める
圧縮エアーの省エネ

再生可能エネルギー活用の拡大

2030

水素活用

2019

Scope
1

Scope
2

20232022 （年度） （年度）

日常改善
カーボン
ニュートラル
革新技術

再生可能
エネルギー

20502024

4.4

11.1

8.6
9.5

7.4

▲33%

実績

▲60%

目標

20302019

カテゴリ
1

カテゴリ
11

他

20232022 2024

196.7
181.6179.5

171.6

▲13%

実績
▲28%

目標

2.1
1.51.9 1.5

8.9

7.1
7.6

5.9

120.9 103.195.4 95.9

62.7 65.970.3 63.0

（単位：万t-CO2） （単位：万t-CO2）

◎�Scope1/2/3 
カテゴリ1・3・6・7・11 
エネルギー消費量 

（当社およびすべての連結子会社）

第三者検証受審2024年度

◎�Scope3　カテゴリ５ 
（当社および国内連結子会社）

◎�取水量 
（当社（国内5拠点））

当社は2024年度に、大府
市の水源である牧尾ダムを抱
える王滝村・木曽町発行の
J-クレジットを購入しました。

当社のカーボンオフセット
を推進するとともに、地域と
連携して水源森林の保全・
育成に貢献してまいります。

TOPICS

環境情報開示の信頼性向上

検証対象（範囲）

J-クレジット購入による水源の森林保全・
育成の取り組み

改
善
前

改
善
後

生産ライン原動力

エア
コンプ
レッサ

生産ライン
エア
タンク

ドレン管
エア

ドライヤ

エア
ドライヤ

生産ラインドレン管 エア
ドライヤ

エア
コンプ
レッサ

生産ライン
エア
タンク

ドレン管
エア

ドライヤ

廃止

生産ラインドレン管 廃止

正味エネルギー

損失エネルギー

その他 放熱 排気熱

炉 内

加熱炉

排気熱
放熱

放熱

放熱 放熱
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バリューチェーン
製品ライフサイクル

出荷・使用

製  造カテゴリ 4

輸送：上流

カテゴリ 1

購入した製品・サービス

カテゴリ 5

廃棄物

カテゴリ 9 輸送：下流

カテゴリ 10 販売した
製品の加工

カテゴリ 11 販売した
製品の使用

カテゴリ 12 販売した
製品の廃棄

製造（自社）原材料・部品調達

その他事業活動

カテゴリ 2 資本財

カテゴリ 6 出張

カテゴリ 7 雇用者の通勤

カテゴリ 8 リース資産：上流

カテゴリ 13 リース資産：下流

カテゴリ 14 フランチャイズ

カテゴリ 15 投資

カテゴリ 3 Scope1＆2に含まれない
エネルギー活動

2019 2023 2025 2030

得意先・仕入先との共同輸送・荷姿改善

物流副資材の3R

カテゴリ4

（年度）

仕入先とMCK活動

製品の小型・軽量化

生産プロセス全体でのMCK活動

カテゴリ1

低CO2材などへの置換

社内リサイクル 仕入先と連携したリサイクル

カテゴリ5

生産廃棄物の最小化、資源化

カテゴリ11

当社はScope3において、2019年度比で28％

の削減を目標に掲げて取り組んでいます。特に当社

の製品ライフサイクルCO2に該当するカテゴリ1・

4・5と排出量の多いカテゴリ11に注力し、MCK活

動を通じてCO2排出量の見える化と削減に取り組ん

でいます。

今後も仕入先や関係者との連携を深化させ、バ

リューチェーン全体でCO2削減に貢献していきます。

当社は、限りある資源の持続的な活用を可能にす

るため、材料・製品・廃棄物のみならず、自然を含め

たあらゆるものを「資源」と捉えています。

リユースやリサイクルの促進、バイオ素材の導入、

副産物の活用やアップサイクルなど、多角的な視点

で幅広く取り組むことで、製品のライフサイクル全体

にわたる資源の有効活用を推進しています。さらに、

自然資源も積極的に活用し、持続可能な循環社会の

実現を目指しています。

バリューチェーン全体のCO2削減C Narbon eutral

ロードマップScope3

2024年度の主な取り組み

2024年度の主な取り組み

当社のScope3排出量のうち、約4割をカテゴリ1（購入した製品・
サービス）が占めており、その多くが材料由来の排出となっているた
め、従来の材料から低CO2材へ材料置換の検討を進めています。

主力製品であるキャニスタでは、2019年度比で約36％のCO2排
出量削減の目途が立ちました。

今後は、得意先や仕入先と連携し、低CO2材への置換を推進すると
ともに、製品のさらなる軽量化にも取り組んでいきます。

「Aisanみらい工場」では、地下90メートルの帯水
層を蓄熱槽として活用したエネルギー循環システ
ム※を構築しました。空調から排出される冷熱・温
熱を地下帯水層へ蓄熱し、季節に合わせて活用する
ことで空調のエネルギー消費を約50％削減するこ
とが可能となります。

※帯水層蓄熱システム

キャニスタ

製品成形の型取り工程において、日々の設備始動時に団塊状の廃棄素材が
生じていましたが、試し打ち回数を見直し、素材を製品に近い形で排出する
ことで素材の粉砕・再利用が可能になり資源有効活用を実現しました。

当社は2021年から多くの仕入先と共にMCK（もっとカーボンニュートラル強化）活動を推進してきま
した。この活動に賛同した仕入先が、自社のCO2排出量の削減だけでなく、仕入先の取引先にもMCK活動
を拡大しました。こうした波及効果により、生産プロセス全体へMCK活動の輪が広がっています。今後も、
この活動を他の仕入先へ拡大し、カーボンニュートラルの実現に向けて取り組んでいきます。

製品個当たりCO 2に着目したCO 2削減

自然資源を活用したエネルギー循環

社内リサイクルの向上

生産プロセス全体でのMCK活動

既存材
（2019年度）

削減
見込み

CO2
排出量

▲38%

材料
置換

▲36%

軽量化

▲2%

資源の循環活用C Eircular conomy

2023 20302025 （年度）

リサイクル材

バイオマス材、ケミカルリサイクル材の検討

社内リサイクルの推進

副産物の価値向上、アップサイクル活動終末調査

帯水層蓄熱システム

他システムの検討

リサイクル

資源循環

自然資源の活用

ロードマップ

地 上

地 下

不透層

不透層

熱交換器

夏 場

冬 場

帯水層：地下90m温  水 冷  水

製品原単位の推移
（2019年度＝100とする）

チェコにあるAisan Industry Czech s.r.o.では、
水資源の利用状況を分析し、工場排水の削減に取り組
みました。生産工程で発生する廃水を蒸発、分離処理に
より浄化し、浄化水をトイレなどに再利用することで、廃
水量および水使用量の双方の削減に貢献しています。

持続可能な水資源利用の推進

改善前

改善後

試運転

試運転

試し打ち

試し打ち

正規品

正規品

素材破棄

素材破棄

再利用

再利用
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Americas

Japan

Asian

Europe

豊かな自然／生物多様性の保全・再生N Pature ositive 持続可能な未来を支える人づくり

2016 2023 2025 2030

地域とつながる自然共生活動の推進

ビオトープ整備による自然環境再生・保全

（年度）

CO2吸収・固定の拡大に向けた工場緑化づくり

産学官連携による活動の拡大

産学官連携による生態系保全活動

生態系ネットワーク構築

自然共生

生物多様性

ロードマップ

当社豊田工場に隣接する森「愛三豊
田の森」が、2024年後期に環境省が定
める「自然共生サイト」に認定されました。

長年の生物多様性保全活動が認めら
れ、「認証企業」の選定から2年で「優良
認証企業」として認証をいただくことが
できました。

地元高校生と環境学習（ローゼル栽培） 絶滅危惧ⅠA類ミクリガヤ

当社は、自然と共生する工場を目指し、環境影響

の詳細な評価を継続的に実施することで、自然への

影響を最小化するとともに、敷地内外での地域固有

種保護や生態系ネットワークの構築を通じて、地域

とつながる持続可能な社会の実現を目指します。

今後、産学官および地域住民との連携を一層強化

し、豊かな自然環境や生物多様性の保全および再生

に取り組み、環境省の30by30自然共生サイトの拡

大などを目指していきます。

2024年度の主な取り組み

2024年度の主な取り組み

当社は行政、教育機関、専門家、地域住民と連携し、自然環境の保全や希
少種の保護を推進しています。

地域の子どもたちと共に取り組む環境学習や、県内高校と協働で行う
ローゼル栽培によって、環境意識の向上と地域貢献を両立しています。

また、敷地周辺で見つかった絶滅危惧種の保護活動を通じて生態系
ネットワークの構築を進めています。

「MCK Base」は「知る・体験・習得・実践」をコンセプトに、社員同士の改善内容の共有や意見交換、体験学習ができる工場主導の学びの場と
して2024年に初めて本社工場に設置されました。そこから国内の各工場、さらにはグローバル各拠点に展開し、各国で得られた改善事例や技術を
グローバルに共有することで、グループ全体の環境活動の推進と人財育成の強化につなげています。

毎年6月の環境月間中に開催する環境展では、国内外の優良事例や改
善アイテムを社員間で共有し、知見交換を通じて各拠点の環境活動を
活性化させています。

2024年度からは海外拠点スタッフを招いた交流会も実施し、廃棄物
削減や再生可能エネルギー利用など具体的な取り組みを共有しました。

生物多様性保全の産学官連携の拡大

工場主導の学び場「MCK Base」の拡大

TOPICS

愛三豊田の森 
自然共生サイトに登録

あいち生物多様性
優良認証企業へ

環境意識の醸成と人財育成

当社は、持続可能な社会の実現に向け、 「カーボンニュートラル」「サーキュラーエコノミー」「ネイチャーポジティブ」の3本柱を基

盤に、階層別教育やグローバル全社員向けeラーニングを実施し、社員一人ひとりの環境意識の醸成と実践力向上に努めています。

また、環境展や環境学習を通じて、従業員の家族や仕入先、地域社会などすべてのステークホルダーと一体となり環境課題の解

決に取り組んでいます。

MCK Base設置拠点

間伐樹木のアップサイクル
安城工場の緑地整備に伴い発生した間伐樹木をAisanみらい工場に有効活用しています。
間伐された樹木をフロア表示板や応接室・トイレなどの室名サインとして再活用することで、

安城工場の歴史をAisanみらい工場へ受け継ぐとともに、樹木に吸収されたCO2を長期固定する
ことでCO2排出量削減にも貢献します。

今後もあらゆるものを資源と捉えた資源循環の取り組みを一層深化させてまいります。 インドネシアのP.T. Aisan Nasmoco Industriでは、工場周
辺に新たな森林を作るために、他企業と協力し、森林再生プログ
ラムに参加しています。

従業員自らが植樹を実施することで、自然共生への理解を深め
るとともに、主体的に行動できる環境人財の育成を進めています。

学びの連携で育む環境推進力森林再生と環境人財の育成
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区分 内容 時間軸 影響度 愛三グループの対応

移
行
リ
ス
ク

政
策
・
法
規
制

温室効果ガス
排出規制

エネルギー政策強化と
再エネ使用による製造コストの増加

中期～長期 中
◎ �徹底的なムダ取り改善
◎ �国内改善アイテムのグローバル展開

炭素税導入

炭素税導入による
生産コストの増加

中期～長期 中
◎ �エネルギー使用の高効率化　　◎ �再生可能エネルギーの導入�
◎ �アンモニア・水素発電等によるクリーンエネルギーの創出

炭素税価格転嫁による
調達コストの増加

中期～長期 大
◎ �低CO2材の採用　　◎ �廃棄物低減・リサイクル
◎ �仕入先とのCO2排出改善活動

技
術

低・脱炭素製品の
需要拡大

新分野の移行遅延による
投資コストの回収遅れ

中期～長期 中 ◎ �環境変化を考慮した将来製品の事業企画とリソーセスの重点投入

市
場 顧客価値観の変化 電気自動車（BEV）の増加による

エンジン部品の販売量減少※1
中期～長期 大 ◎ �技術と強みを活用した脱炭素に資する新規領域の事業育成

評
判

環境への取り組みや
開示の不足 企業価値低下、顧客信頼度低下 中期～長期 中 ◎ �CO2削減の取り組みによる評価機関スコア向上（CDP等）

物
理
リ
ス
ク

急
性

自然災害の頻発・
激甚化・長期化

サプライチェーンの寸断による
一時的な生産停止

中期～長期 中
◎ �BCP体制のさらなる強化 

　在庫管理の精度向上　　サプライチェーンBCPの継続

機
会

技
術

電動化の加速と
業界再編 基幹製品のシェア増加 短期～中期 大

◎ �競合に対する優位性確立 
　次期型ダントツ製品への切替　　ものづくり強化（マルチ組付け）

市
場

低炭素製品の
拡張・開発

水素エネルギー活用拡大に伴う
水素供給ユニットの収益増加

中期～長期 中 ◎ �次世代FCV／水素エンジン向け製品開発推進

電動車（BEV、PHEV、FCEV）
増加による電動化製品への
参入機会の増加※1

中期～長期 大
◎ �「軽量／高効率／低コスト」なシステム・コンポーネントの提供
◎ �固有技術を活かした製品開発　　◎ 将来製品生産工場の新設
◎ �小型モビリティ向けの製品開発

カーボンニュートラルに関する
新分野の事業機会拡大

中期～長期 小
◎ �新技術／新分野の研究開発 

　アンモニア供給系コンポ―ネント　　小型FCモジュール

低排出に貢献する
製品需要の拡大

中期～長期 中
◎ �既存技術を応用した自動車向け製品開発（FFV※2技術） 

　合成燃料／バイオ燃料対応製品

【時間軸】短期：～2025年　中期：～2030年　長期：～2050年　
【影響度】単年度の営業利益に与える影響：大 20億円以上、中 1億円～20億円未満、小 1億円未満
【愛三グループの対応】�2025年2月に発表した新中期経営計画に脱炭素に向けた計画および気候関

連リスクの軽減と機会創出の取り組みを織り込んで活動を推進しています。
※1 台数前提は2℃シナリオにて算出　　※2 FFV : Flexible-Fuel Vehicle

複数（1.5℃/2℃・4℃）のシナリオ※における社会像に基づき、2030年度に加え2050年度のリスクと機会を整理した上で

2030年度における財務影響の評価を行い、リスク低減と機会創出の対応に取り組んでいます。

炭素税導入によるコスト増、エンジン部品の販売量減少などによる2030年度の影響額（リス
ク）を約310億円と想定しました。一方で電動化の加速による業界再編や低炭素製品の拡張・
開発による2030年度の影響額（機会）を約250億円と想定しました。

https://www.aisan-ind.co.jp/
news/2025/03/31/4-environment.pdf

課　題 項　目 目標値

カーボンニュートラル

Scope1&2 2019年度比 ▲60％

Scope3 2019年度比 ▲28％

再生可能エネルギー率 55％

創エネルギー率 5%

サーキュラーエコノミー 廃棄物ゼロエミッション 2019年度比 ▲5％（原単位）

ネイチャーポジティブ 水使用量 2019年度比 ▲5％（原単位）

※1.5℃/2℃シナリオ：NZE（2050年世界ネットゼロを達成するためのシナリオ）、APS（有志国が宣言した野心を反映したシナリオ）
　4℃シナリオ：SSP5-8.5（化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導入しない最大排出量シナリオ）

自然災害の頻発・激甚化などによる2030年度の影響額（リスク）を約6億円※と想定しました。

※愛三工業単独の影響

気候変動リスク・機会と対応

愛三グループの対応の詳細は
こちらからご覧ください。

愛三グループでは、気候変動問題を重要な経営課題の一つとして認識し、2022年5月に気候関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD）への賛同を表明し開示を行いました。

TCFDの提言内容を踏まえ、気候変動が事業に与えるリスクや機会についての分析と対応を進め、関連する情報の開示とそ

の充実に努めていきます。

TCFD提言に基づく情報開示

CROを委員長とするサステナビリティ委員会において、気候変動問題を含むサステナビリティ分野全般の方向性や適正性

を確認しております。気候変動問題については、サステナビリティ委員会の下部のカーボンニュートラル推進会議（3ヵ月に1

回以上開催）において、気候変動問題に関連する計画の策定、実行および管理を行います。

年2回開催するサステナビリティ委員会において、カーボンニュートラル推進会議、働き方改革推進会議およびガバナンス

会議から報告を受け、内容を審議しています。これらの審議の結果のうち、重要事項は取締役会や経営役員会に報告されます。
※CRO：Chief Risk Officer

ガバナンス

愛三グループは、リスクマネジメント委員会において、カーボンニュートラル推進会議から報告を受けた経営に重要な影響

を与える気候変動リスクの他に、定期的にさまざまな部署から構成されるリスクオーナーより意見を集約し、重点リスクの見

直しを行います。また、インシデント情報の共有強化、リスク対応状況の評価などを行い、必要性に応じて取締役会へ報告しま

す。取締役会はリスクマネジメント委員会を監督し、必要な指示や助言を行い、そのプロセスの有効性についても年1回以上の

頻度でレビューしていきます。

また、リスクが顕在化した場合は、CROの指示に基づき速やかに対策本部の設置とインシデント対応ができる体制を整備し

ています。

リスク管理

戦略

財務影響

1.5℃（2℃未満）シナリオ
脱炭素社会への移行が進む

4℃シナリオ
地球温暖化が進む

2024年度は、気候変動への国際的な対応が新たな局面を迎え、COP29では、パリ協定で定めた1.5℃目標達成に向け、各国

が定める削減目標の引き上げの必要性が求められました。また、日本の第7次エネルギー基本計画では、2040年やその先の

カーボンニュートラル実現に向けた今後取り組むべき政策課題や対応の方向性がまとめられ、エネルギーの安定供給、経済成

長、そして脱炭素の3つを同時に実現していく必要性が示されました。

こうした外部環境を踏まえ、当社の新中期経営計画（2025-2030）では、持続可能な循環型社会の実現に向け、気候変動リ

スクに対応するための移行計画を策定し、インターナルカーボンプライシング（ICP）を活用したカーボンニュートラル関連

投資など温室効果ガス排出量削減に取り組んでいます。また、新分野・将来製品への足掛かりとして、あらゆるエネルギー・

モビリティの進化と、モビリティの枠を超えた領域でも社会課題解決に貢献してまいります。

指標と目標

カーボンニュートラル目標（2030年度）
カーボンニュートラル実績

環境データは
こちらから
ご覧ください。
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2018年の「健康宣言」制定以来、健康保健組合とのコラボヘルス

として本格的に健康経営を推進し、7年連続で「健康経営優良法人」

ならびに「ホワイト500」に認定されています。

さらに今年は、社会への健康経営の言及を目指した情報開示や自

社の健康課題改善に至る施策の取り組みが高く評価され、経済産業

省と東京証券取引所が選定する「健康経営銘柄」に初めて選定され

ました。今後も「従業員と家族の心身の健康は重要な経営資源、企業

活力の源泉である」の考えに基づき、積極的な健康経営推進と社会

への健康経営推進普及に向けた情報発信を継続してまいります。

2025年3月11日開催　健康経営アワード

※2025年度のデータ

※OHSMS：「労働安全衛生マネジメントシステム」を指す。

2021年11月 に 認 証 取

得した国際規格である労働

安全衛生マネジメントシス

テ ム「ISO45001」の 推 進

体制をベースに、各職場が

主体となった活動を展開し

ています。

安全衛生は、企業の永続的な基盤を成すものであり、社会的責任を負うものであるという認識のもと、「人間性の尊重」「健康

第一」「安全第一」を基本理念とし、安全で安心な働きやすい職場環境づくり活動を全員参加により推進します。

推進体制

労働安全衛生理念

取り組みの方向性
 活動項目 取り組み

職場の安全

未然防止活動 決められたことが守れる人、文化づくり
ISO45001認証継続 マネジメントシステムの運用を通じたレベルアップ
安全意識の指標管理 安全意識レベルに応じた活動のレベルアップ
法令遵守 職場自主管理体制の強化

相互啓発型自律型依存型反応型

チームの
取り組み自分だけの

取り組み上司の指示本  能

目指すべき
方向

安全健康執行幹部最高責任者

安全健康推進部長管理責任者

内部監査チーム

労働安全衛生事務局全社OHSMS※推進委員会

本社事務局 本社工場事務局 安城工場事務局 豊田工場事務局

本社・本社工場安全衛生委員会 安城工場安全衛生委員会 豊田工場安全衛生委員会

2024年度の主な取り組み

2024年度の主な取り組み

毎年10～11月に社外より専門家を招き「健康講演会」を実施して
います。

2024年は「疲労を老化につなげない・セルフケアを学ぶ」を目的
に、疲労医学が専門である医学博士を招へいし、「若さと美容のため
の快眠術と疲労回復法～セルフケアでさびない体づくり～」の講演
を実施しました。

2023年度より海外・国内拠点においてSTOP6作業の洗い出し
および要領書への織り込みを進めてきました。2024年度は現地に寄
り添った活動を推進テーマに、新たに加わった国内2拠点への現地確
認・指導も実施しました。今後もオール愛三でのレベルアップ活動
を継続していきます。

安全意識の実態（傾向、課題など）を見える化し、より重点的かつ効果的な
取り組みとしていくための意識レベルの指標化を設定し実施しました。課題
としては、自己評価と実際の結果に大きく乖離がある（できているつもりで
できていない）ということが分かりました。目指す「自律型」「相互啓発型」の
人・文化づくりにつなげるために、長期目線で確実にレベルアップを図って
いきます。

安全健康を日常的で当たり前の文化とするべく、毎月「安全健康の
日」を各職場で設定し、自主活動を推進しています。安全健康に関す
る会話が増えてきたとの評価もある一方、テーマ選びに困るとの声
もあったため、各職場の取り組みの好事例やお勧めの題材などを展
開・共有し、マンネリ化しない活動を推進していきます。

厚生労働省が定める3月の「女性の健康週間」に女性のヘルスリテ
ラシー向上と、生涯女性ホルモンの影響を受け続ける女性の健康課
題の理解促進を目的としたイベントを実施しています。

2019年度から「女性の健康課題」への理解を深める風土醸成のた
め、管理職向けセミナーや男女の共通課題である「更年期・不妊治療」
などのセミナーを就業時間内に開催しています。

毎年9月実施のストレスチェックの事後対応として以下を実施し
ました。

高ストレス者対策

AI姿勢健診

ストレッチ
ヨガセミナー

職場管理者への教育

◎ セルフケアパンフレット配布
◎ 相談窓口一覧案内
◎ 約4ヵ月後に「疲労蓄積度調査」を実施

◎ �現在の姿勢から将来の身体の歪み・影響を予測するAI分析結果
から今を整える

◎ �マインドフルな呼
吸法から始まるヨ
ガで心身共にリ
フレッシュ

◎ �集団分析の結果を有効に活用し、職場改善が可能となるよう集団
分析活用セミナーを実施

健康講演会

オール愛三でのSTOP6活動

安全意識の指標化（見える化）

安全健康の日の設定

女性の健康週間イベント

ストレスチェック事後対応の充実

健康経営銘柄初選定、健康経営優良法人・
ホワイト500は7年連続認定

この時点でも高ストレスの場合には再び産業医・心理士への面談を案内
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当社の健康経営調査の総合評価変遷

健康経営
銘柄

健康経営優良法人
（ホワイト500）

健康経営優良法人
（ホワイト500除く）

53社選定
輸送用機器では

当社のみ
501社認定
当社は
2019年から

７年連続
認定

3,394社
認定

安全衛生・健康経営への取り組み

中期経営計画において、当社を支える人財が活躍するためには安全・安心を基盤とした職場環境を欠くことはできないと定めて

職場づくりを進めています。特に従業員の安全・健康を支える活動を重視しており、働きやすい環境の提供に取り組んでいます。

主な取り組み 項目 2024年 2027年 2030年

人的資本経営を支える基盤
安全で安心な、従業員がイキイキ働きがいを持ち 
活躍することのできる職場づくり

災害発生度数率（単独）
※2023年産業別実績 製造業：1.29

0.46 0.23 0

人間ドック受診率（単独） 82％ 95％ 100％

新中期経営計画を支える安全衛生・健康経営

安全
健康
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2024
年度

2023
年度

2022
年度

52

49

53

3つの柱 主な取り組み 項　　目 2024年 2027年 2030年

人財変革

事業拡大の要となる専門人財の獲得と育成
◎ �新規製品の開発・生産強化の要となる人財の獲得 

（電子/電気、ロボット、IT/ソフトウェア等）
◎ �自律型人財の育成に向けた教育充実
◎ �グローバル人財の発掘・育成

ソフトウェア/電子人財（単独）
※電動化などの市場変化に対応する人財

105人 190人 270人

デジタル人財（単独）
※会社全体のDXを促進する人財

53人 110人 220人

多様な人財活躍
多様な人財の活躍によるイノベーションの創出
◎ �自律的なキャリア形成支援
◎ �多様な働き方を可能にする人事制度
◎ �幹部ポストのナショナル化の推進

女性マネージャー（連結） 89人
（10％）

100人
（12％）

110人
（13％）

海外拠点幹部（部長以上）ポスト
ナショナルスタッフ充足率（連結）

73.1％ 75.0％ 90.0％

風土改革
困難な課題にチャレンジする職場風土への変革
◎ �徹底した対話を通じた全員活躍実現 

（愛三カタリバ・1on1ミーティング等）
◎ �労使一体となった本気の職場風土改革

従業員エンゲージメントスコア（単独） 53Pts. 57Pts. 60Pts.

男性育児休業取得率（単独） 76.9％ 85.0％ 90.0％

主要KPIと主な取り組み

日本国内における少子化が進展し、人財獲得競争が激化している状況の中での新たなチャ
レンジとして、電動化領域における優秀人財獲得のため、インドの現地大学に直接出向き、現
地学生の採用活動を実施しました。結果として２名の人財を獲得でき、同人財に対しては、入
社までの間、語学教育や異文化教育など、日本での勤務に順応できるよう支援を実施しまし
た。あわせて入社後も、入社時期の違う定期採用者と同じタイミングで新入社員教育を受講
するなど、仲間づくりも含めたオンボーディングにも注力してまいりました。今後も国籍・
性別などを問わず優秀な人財の獲得・定着に向けた取り組みを継続してまいります。

2022年度から従業員エンゲージメント調査を開始し、その結果をもとに策定した愛三版EVP※を軸に人財・風
土改善施策を展開しています。2023年度には対話文化の醸成のため、経営層と従業員の対話の場「愛三カタリバ」
を開始しました。2024年度は、従業員の成長支援プログラム「Aisan
キャリアキャンバス」を導入し、キャリアをテーマにしたカタリバの
開催、キャリアに関する情報の集約・展開、自己理解ツールの提供な
どさまざまな施策を実施しました。これらの取り組みにより、従業員
エンゲージメントスコアは調査開始時から4Pts.向上しました。今後
も従業員と会社の成長に向けて、継続的な改善に努めてまいります。

自律・挑戦人財 認め合い・活かし合う風土 専門人財

これまでの
課題

自律的なキャリア形成の重要性を浸透
させる活動などにより、「受け身体質」
から徐々に変化はみられるものの、社
員一人ひとりが主体的に挑戦し、変革
を牽引する風土の醸成は引き続き求め
られています。

2022年度以降、女性活躍を重点課題と定め活動を進め
てきました。ライフイベントと仕事の両立支援制度の充実
を図り、働きやすい環境を整えてきましたが、制度の浸透
が不十分で利用の拡大や職場理解が進んでいませんで
した。女性比率が低い技術職や生産現場でも、キャリア
を描ける支援をより積極的に展開する必要があります。

新中期経営計画の実現には、車両全体
を統合的に制御するECUに関わるソフ
トウェア人財に加え、環境技術をはじめ
とした当社の知的財産の適切な保護・
活用や、モビリティの安全・安心を支え
る品質管理の知識など、深い造詣を備え
た人財の育成・確保が課題です。

目指す姿

VISION2030と新中期経営計画を実
現するために、パワートレイン事業のさ
らなる進化・電動化製品事業の拡大の
みならず、脱炭素に貢献する新事業分
野に対して自発的に学び、考え、挑戦
し、提案できる人財を目指します。

従業員一人ひとりが「心理的安全性の確保」「アンコン
シャスバイアスへの気づき」「ワークライフバランスの
充実」を意識しながら職場づくりを進め、個々の能力を
最大限発揮できる環境を整えます。これにより、多様な
視点を活かした新しい価値の創造を目指します。

高度化・複雑化する自動車市場におい
てシステムサプライヤーへの進化を実
現するために、当社の持つ強みや優位
性を十分に理解し、能力を最大限に発揮
して持続可能な社会の実現に貢献でき
る専門人財の採用・育成を目指します。

人財変革・風土改革に向けて

愛三グループが求める人財・風土

人的資本経営

電動化領域における国際人財の採用

Aisanキャリアキャンバス

KPI

VISION2030の実現に向け、イノベーションに挑戦し続ける人財の獲得・育成が必要不可欠という認識のもと、優秀人財の

獲得、社員へのリスキリング、アップスキリングに対して積極的に投資しています。

2024年度は電動化領域における採用活動において、これまでの手法にとどまることなく、海外も視野に入れた人財獲得にも

チャレンジし、優秀な学生の計画採用に尽力してまいりました。また、これまでも実施しているソフトウェア教育やDX教育に加

え、従業員の自律的なキャリア形成を支援することを目的に、世代別キャリアデザイン研修を新設・開催いたしました。

なお、2025年度には教育体系を指名制から手挙げ制へ全面改定する予定です。

従業員エンゲージメント
スコア推移

人財基盤本部　本部長

甲斐 聖三

基本的な考え方と方針

新たな価値創造／人・組織の成長

行動規範・MMKマインド・Aisan Way
経営理念・人権尊重経営

企業価値向上

風土改革 人財変革 多様な人財活躍
エンゲージメント
向上活動

育成／教育
体系の見直し

海外幹部拡充
人権尊重

※�MMK：もっとものづくり強化

※会社と従業員が共に目指す働きがいのある職場・風土づくりのコンセプト

当社では、ビジョンや中期経営計画を実現するための重要な基盤は「人財」であり、人的資

本の価値向上は重要な経営課題の一つと位置づけています。経営理念と健全かつ強固な労使

関係をベースに、「風土改革・人財変革・多様な人財活躍」の3本柱に基づいた活動を実践し、

『「自律的に学び、考え、果敢に挑戦する」人財が、「認め合い・活かし合い」ながら、ともに成長

し続けるチーム・組織』を目指しています。

当社では、パワートレイン事業の深化に加え、モビリティの電動化製品事業の確立、モビリ

ティの枠を超えた領域での社会貢献などへの対応が急務となっています。

これらのチャレンジを、「働きがい」と「働き方」の両面で後押しするために、従業員エン

ゲージメント調査結果から当社の人・組織に関する課題を把握し、その解決に取り組んでい

ます。とりわけ、この1年は当社の人・組織に関する大きな課題の一つである「キャリア」に

焦点を置き、「Aisanキャリアキャンバス」を中心に、さまざまな施策を展開しています。

また、これまで実施してきたソフトウェア人財の育成に

加え、環境マネジメントなどの専門領域において深い知識

を活用できる人財の育成に着手しています。

結果として、従業員エンゲージメントは着実に上昇し、キャ

リアに関する項目も大きく向上させることができました。

従業員一人ひとりが自身のキャリアの解像度を高め、そ

のキャリアの実現に必要なスキルや経験を自律的かつ体系

的に学び、実践することが、人・組織の実力を高め、当社の

持続的な成長につながるといったグッドサイクルを回して

いけるよう、引き続き取り組んでいきます。

今後も、当社は人的資本の拡充を重要な経営課題の一つ

と捉え、企業価値の持続的な向上に努めてまいります。

体系図と重点取り組み
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電動システムの開発には、ソフトウェアエンジニアが必要不可欠です。しかしながらエンジン用メカ部品を基幹事業としてきた

当社にはソフトウェアエンジニアが極端に少なく、加えて業界全体でも人財が不足しているため、人財確保に課題がありました。

そこで、3年間で100名のソフトウェアエンジニア育成を目標とした施策「ソフトウェアファースト100（SWF100）」を

2022年度に立ち上げ、社内の若手～中堅社員を対象にソフトウェアエンジニアへ転身を希望する人財のリスキリングと、ソ

フトウェア開発職種で採用した新入社員の育成に取り組みました。

障がいを持つ人と共に力
を合わせ、成長し働ける環境
づくりを進めています。手話
通訳をつけて耳が聞こえに
くい人を対象とした普通救
命講習を開催しました。

人権デューデリジェンスに基づく優先課題であ
る「責任あるサプライチェーン構築」として、協力会
社トップ研修会を開催しました。当社の人権尊重経
営とDEIの取り組みを報告し、参加者によるグルー
プディスカッションでは、互いの取り組みについて
理解を深めることができました。

優先課題 取り組み

ハラスメント
コンプライアンスをはじめとする教育を通して、 従業員一
人ひとりが安心して働ける環境を構築していきます

プライバシーの保護
個人情報の取り扱いのみでなく、私生活上の事実情報に配
慮し取り扱いに対し啓発活動を進めていきます

多様な人財活躍
DEIを浸透し、誰もがイキイキと活躍できる職場環境を構
築していきます

サプライチェーン
（技能実習生含む）

仕入先へ訪問し、対話を通じて共に人権の取り組みを進め
ていきます

愛三グループは、2022年8月29日に「愛三工業人権方針」を策定しました。この方針は愛三グループすべての役員・従業員に適用し、サプライ
ヤーを含むすべてのビジネスパートナーにも、この方針に基づく人権尊重の働きかけを行い、取り組みを推進しています。この方針に基づく取り
組みを実践するために、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り人権デューデリジェンスを実施し、社内のアンケート調査や法務省・
外部評価機関の調査項目を基に当社の優先課題を特定し、取り組みを進めています。

日本政府が公表した「ビジネスと人権に関する行動計画」内の企業が配慮すべき主要な人権および企業活動に関連する人権
に関するリスク（26項目）、コンプライアンス遵守、地域との共生に向けた社会課題

【社内アンケートによるリスク評価】 2024年7月実施
日本政府が公表した「ビジネスと人権に関する行動計画」内の企業が配慮すべき主要な人権および企
業活動に関連する人権に関するリスク（26項目）を 「リスク大・中・小」でアンケート調査を実施

2024年度の主な取り組み

人権尊重の取り組み

多様な人財活躍（人権・DEI）人的資本経営

多様な人財活躍 サプライチェーンの取り組み

人権リスク評価 優先課題

PDCA
継続的改善

愛三工業
人権方針

苦情処理
メカニズム

人権デューデリジェンスコミットメント 是正・救済

教育・啓発活動

ステークホルダーエンゲージメント

予防策や軽減策
社内部門・
手続きへの統合と
適切な措置の実施

特  定
人権リスク評価
（アセスメント）

情報開示
対策の実効性の
追跡調査

追  跡
情報発信と外部との
コミュニケーション
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【 方 策 】
◎ソフトウェア人財
　育成への投資
◎外部機関との
　コラボレーション
◎外部人財の
　積極的活用

年度ごとのゴールを定め、3年間で自立開発できる人財を育成

実開発でのOJT 実践力の修得

プロジェクト 1年目 2年目 3年目

スキル

基礎
応用

実践

プロジェクト達成度を
高く

知識習得
開発を経験

支援のもと開発

自立開発

基礎スキル ⇒ 実践スキルへ成長 ソフトウェアファースト人財立上
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社  会

サステナビリティ委員会
委員長：CRO

E S G

働き方改革委員会

人権・DEI
社会貢献

事務局：経営企画部

愛三グループは、事業活動における人権尊重の施策として、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」をはじめとする国際

規範を支持し、持続的な成長と中長期の企業価値向上の観点からも人権の尊重を重要と捉え、サステナビリティ基本方針に基

づくマテリアリティの一つ「地域と共生し持続的社会に貢献」の枠組みの中で取り組みを進めています。

DEI（ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン）の推進においては当社の持続的成長に欠かせない経営戦略であると

のダイバーシティ宣言を公表以後、「認め合い・活かし合う」をキーメッセージに、年齢・性別・国籍・障がいの有無・時間的

制約の有無に関係なく、多様な価値観を持つ人財が個性や能力を最大限発揮できるフィールドを整備しています。

基本的な考えと推進体制
日経リスキリング
アワード2025

審査員特別賞
受賞施策

短期間で実践力を身に付けるために育成カリキュラムはOJTを中心とし、
実施前に3ヵ月間の基礎教育で必要な基礎技術を習得しました。開発テーマ
は事業戦略ロードマップを元に設定し、チームごとにプロジェクトリーダー
の指導の下で当社開発プロセスに則り開発を進めます。6～9ヵ月ごとの開発
を繰り返し、経験を重ねることでレベルアップを図ります。

計画段階では、最初に目標となる求める人財像、3年間
の育成ゴール、評価方法、育成カリキュラムを明確化しま
した。求める人財像は当社が強みとしてきた技術をベー
スにソフトウェア技術を加え「車載システムが自立開発
できるレベルのスキルを有する人財」と定義しました。

メンバーの評価はあらかじめ定義した基準で見える化し、
個人適性に応じたフォローを実施しています。基準は業界
標準ETSS（Embedded Technology Skill Standards）を
拡張して適用しています。

実践力強化を重視し
OJT中心の教育

育成状況の可視化と
フォローアップ

求める人財像から
育成ゴール・育成方法を決定

◎�3年間で対象者のほぼ全員が目標と
する中級レベルに成長

◎�2022年後半からは複数の実製品開
発テーマにも戦力として参画

◎�基礎研修とOJTによる教育カリキュ
ラムの仕組み構築を完了

◎�量産開発増加や車載セキュリティなどの新たな要求、SDVや
生成系AIなどの環境変化にも対応できるようにさらにレベル
アップを図る

◎�重点活動として人財強化（マネージャー育成、スペシャリスト
育成など）と組織強化（品質開発プロセス、管理システム活用
など）に取り組み、新規事業として電動化製品開発を加速

成  果
今後の
対応

「愛三工業人権方針」がカバーする人権課題の範囲

発生の可能性

深
刻
度（
影
響
）

健康推進
労働災害

サプライチェーン（技能実習生含む） ハラスメント
プライバシーの保護
多様な人財活用

小

大

大

ソフトウェア人財育成計画

2 3

1

人権尊重推進のフレームワーク推進体制

社内人財のリスキリングで
自動車産業の未来を開く
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対話の充実

サプライチェーン全体で
カーボンニュートラルを
推進

成長の源泉「人財」を
育てる愛三学園

陸上競技部による
かけっこ教室

愛三豊田の森
間伐材活用

連携と各種表彰

株主・投資家へのタイムリーかつ公平で正確な情報開示に努めて
います。持続的な成長と企業価値向上に向けて株主・投資家との建
設的な対話を推進します。

経営理念に基づき、お客様第一・品質第一で、安全・安心で魅力あ
る製品を提供します。ニーズを把握し、低CO2やモビリティの安全・
安心につながる付加価値の高い製品で貢献します。

法律やルールを遵守し、公平・公正な取引と誠実な対応で、仕入先
との信頼関係を構築します。仕入先と共に技術開発や改善活動に取
り組み、相互に発展・成長することを目指します。

事業活動と従業員の生活で基盤となる地域社会がより豊かで住み
よい街になるべく施策を実施しています。

将来の地球環境を守るため、30by30に基づく自然環境や生物多様
性の保全活動を進めるとともに、子どもたちへ環境学習・体験を実
施しています。

従業員は当社にとって「財（たから）」であり、多様な人財が
生き生きと活躍できる企業でありたいと考えています。従
業員一人ひとりが能力を発揮し、新たな価値の創出ができ
る環境整備や取り組みを行っていきます。

事業環境変化に関する適切な情報開示

中期展望に基づく安定的取引、事業環境変化の情報共有
自然環境保全・地域振興・スポーツ振興

能力を伸ばす教育体制、公正な人事制度改革、 DEIの推進

株主・投資家との対話を通して得られた意見や評価は経営戦略に反
映し、持続的な成長と企業価値向上に向けた施策につなげています。

原価低減・品質向上支援、カーボンニュートラル活動支援（スタッ
フ研修含む）、調達方針・活動の共有

本社近隣の幼稚園・保育園の園児向けに当社陸上競技部所属選手・
スタッフが走り方教室を開催し、運動する楽しさや身体を動かし健
康的な生活を送ることの大切さを伝えています。

豊田工場に隣接する愛三豊田の森の間伐材を活用し、従業員家族を
対象に原木シイタケの栽培体験を実施しました。自然に親しむ環境
を整えています。

教育制度の改定・推進、労使間の対話充実、多様な働き方推進

カーボンニュートラル実現に向け、サプライチェーンにおけ

るCO2排出量削減の取り組み（仕入先MCK活動）を推進するた

め、仕入先の原動設備や生産ラインのエネルギー使用量測定や

データ分析、改善活動について寄り添う活動を継続しています。

その成果は当社の環境活動を紹介する年に一度の環境展にて、

仕入先へ共有しています。仕入先MCK活動を進めた仕入先の中

には、独自に官公庁の支援を活用して自社の仕入先とCO2排出

量削減に取り組んだ企業もあります。また、環境展では当社の

CO2排出量削減目標や改善事例の展示に加え、外部動向を踏ま

えた新たな取り組みも展示し、理解に向けた啓発および相互の

対話を深める場としています。これからも仕入先とのより良い

関係構築に努めていきます。

ステークホルダーエンゲージメント

株主・
投資家

仕入先

従業員

地域社会 自然環境

顧  客

基本の考え方 基本の考え方

基本の考え方 基本の考え方 基本の考え方

基本の考え方

求められる期待

求められる期待
求められる期待

自然再生・生態系回復

求められる期待

求められる期待

具体的施策

具体的施策
具体的施策 具体的施策

具体的施策

当社は68年の歴史を刻む学校を併設しています。1年課程の事業所

内訓練校「愛三学園」です。私たち愛三工業は80年以上の歴史で培った

「チャレンジ精神」や「品質へのプライド」「環境変化への対応」といった

愛三独自のアイデンティティを受け継いできました。それを支えてき

たのは「人」であり、人が積み上げてきた基盤の上に今の愛三工業があ

ります。その人のもつ未知の力と可能性を引き出すのが、この愛三学園

の人財育成です。毎年20

名程度（内20％以上が女

性）の高校卒業生が在籍

しており、今日もみらい

の愛三を支える若者が

目を輝かせて「胆力」を

磨いています。​表彰事例
拠点 得意先 表彰内容

日本
トヨタ自動車 原価改善優良賞
ダイハツ工業 グローバル貢献賞

中国 トヨタ自動車 品質優秀賞、特別貢献賞
インド
ネシア

ヤマハ発動機 ベストサプライヤー賞
ダイハツ工業 サービスパーツ部門ベストサプライヤー賞

米国 ホンダ Excellence in Quality and Delivery Award

他多数
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当社は経営の最重要課題である長期安定的な企業価値向上を目指し、
経営の効率性と公正性・透明性の維持・向上に努めています。

潜在的リスクを適切に捉えて対策を講じ、
事業環境変化に迅速に対応できる推進体制を整えています。

社会や時代のニーズに応じたコーポレートガバナンス改革を継続しており、
迅速な意思決定と執行の強化を進めています。

コンプライアンスを遵守し、社会的責任を果たす倫理的行動、
透明性の確保、不正防止に努めています。

Po in t

Con ten t s

価値創造を
支える基盤04

f o r  V a l u e  C r e a t i o n
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選任

選任
内部統制

監査

監査

監
査
役
会

情
報
開
示
委
員
会

会
計
監
査
人

各本部
子会社

株  主

取締役会

経営役員会

執行幹部会

事業・基盤・
サステナビリティ関連会議

監査

内
部
監
査
部
門

リスクマネジメント委員会 サステナビリティ委員会

役員人事報酬委員会

当社は、長期安定的な企業価値の向上を経営の最重要課題としています。その実現のためには、株主・投資家や顧客をはじめ、

仕入先、地域社会、従業員などの各ステークホルダーと良好な関係を築き、顧客満足に応える製品を提供することにより長期

安定的な成長を遂げていくことが重要と考えています。この考え方は、経営理念に基づいており、さらに愛三グループ行動指

針、VISION2030などにより公表、展開しています。また、当社は、東京証券取引所が定めるコーポレートガバナンス・コード

に基づいて、経営の効率性と公正性・透明性の維持・向上に努めてまいります。なお、リスクマネジメントおよび情報開示に

ついて、2025年10月よりさらなる機能強化を目的にサステナビリティ委員会より独立させ、リスクマネジメント委員会およ

び情報開示委員会を設置し、全社的な取り組みを進めていきます。

※1 取締役との兼務6名 
※2 2025年度より執行役員制度から経営役員制度へと移行
※3 取締役との兼務4名 ※贈収賄、インサイダー取引、不公正な取引、反競争法的行為、横領、マネーロンダリングなどの汚職全般を包括

開催回数 13回
出席率 98.8%

2024年
6月～

2025年
6月～

取締役の人数 9 10
　うち社外取締役 3 5
　うち女性 2 3
　うち独立役員 3 5
監査役の人数 5 5
　うち社外監査役 3 3
　うち女性 0 0
　うち独立役員 2 2
経営役員の人数 13※1 6※2、※3

　うち女性 0 0

基本的な考え方

2024年度 取締役会開催実績

役員構成

を進め、企業価値の持続的な向上を図る目的として、譲渡制

限付株式報酬を導入しています。取締役の月額報酬と賞与

の報酬総額は、年額6億円（うち社外取締役分1億円以内）以

内、社外取締役を除く取締役の譲渡制限付株式の報酬総額

は、年額5,000万円以内と、いずれも2025年6月13日開催

の定時株主総会で決議されています。

役員の報酬などは、役員が継続的かつ中長期的な業績向

上への意欲を高め、当社グループの企業価値増大に資する

よう、業績や経営環境などを考慮のうえ、各役員の役位、職

責などに応じて原案を策定、役員人事報酬委員会※の答申を

経て、取締役会で決定します。報酬制度は、月額報酬、賞与

（短期インセンティブ）、譲渡制限付株式報酬（中長期インセ

ンティブ）により構成され、それぞれの割合がおおむね

60％：30％：10％となるよう設定します。月額報酬は、

経営環境などを考慮した適切な水準で、取締役の職位に応

じ、定期的に設定します。賞与は業績に連動するものであり、

当該事業年度の連結営業利益を指標とし、個人別査定に基

づき調整を行います。株式報酬は、株主との一層の価値共有

正確かつ公正な情報開示の実現とさらなる企業価値向上に向け、

中長期的な情報開示の方針や今後取り扱うべき情報開示のテーマ

などの議論および有事対応における開示判断などを目的に、2025

年10月より情報開示委員会を設置しました。情報開示委員会では、

社内外の環境変化や社会のニーズなど、情報開示の視点で社内で

の活動状況を捉え、今後の方向性や全社横断的な活動を後押しす

ることで情報開示の質と量の充実を推進していきます。

年額6億円以内 年額5,000万円以内

60%

月額報酬

30%

賞与

10%

株式報酬
中長期短期

取締役の報酬体系

※�指名委員会および報酬委員会に相当する役員人事報酬委員会を設置しています。社内取締役3名、社外取締役5名から構成され、社内取締役が議長を務めます。役員人事報酬委
員会の答申をもとに取締役社長が決定し、株主総会・取締役会に上程します。

コーポレートガバナンス体制

役員報酬

情報開示委員会

コーポレートガバナンス

実施しました。評価の結果では、各項目について概ね肯定的な

評価・意見を得られ、実効性は確保されていると評価いたし

ました。また、その中で取締役会での議論にあたり、リスクに

関する情報共有の強化やリスク分析のさらなる深掘りが必要

などの意見がありました。これを受け、今後はさらに深い議論

に向けた情報共有の徹底として、リスクに対する活動報告な

どを通じて取締役会の実効性向上に努めていきます。

当社は、取締役会が適切に機能しているかを検証し、その機

能の向上を図っていくために、 取締役会の実効性評価を毎年

実施しています。実効性評価の結果については、取締役会で報

告議案として共有され、今後の取締役会の体制や運営などに

関して議論することで、取締役会の実効性向上をガバナンス

の強化につなげております。2024年度の取締役会実効性評

価については、2025年5月に点数評価と記述式評価の両面で

評価者 ◎ 社内外取締役：7名　　◎ 監査役：5名

評価方法 ◎ 16項目に対する点数評価 
◎ 6項目に対する記述式アンケ―ト

主な
評価項目

◎ 取締役の構成と役割 
◎ 取締役会の運営と審議 
◎ 社外役員へのサポート 
◎ 中長期的な企業戦略 

◎ ��サステナビリティ 
の取り組み

◎ ��取締役職務執行 
状況の監督

◎ ��リスクマネジメント

2024年度
の取り組み

◎多角的な議論に向けた事前報告会の開催拡大（専任メンバーの設置）
◎社内経営会議体のさらなる監督強化のため議事録の配布
◎さらなる知識更新のため、子会社概要･主要4製品教育資料の配布

主な課題と
対応策

◎ ��サステナビリティ経営・経営戦略議論にシフトした取締役会運営 
サステナビリティ経営（ガバナンス、リスクマネジメント、広報・IR
活動）や新中期経営計画実現のための具体的な事業戦略議論の充実

◎ ��深い議論に向けた情報共有の徹底 
将来事業戦略提案の事前説明、海外事業体の活動報告など

取締役会の実効性評価

当社は、株主総会、取締役会、監査役（会）、会計監査人などの法律上の機能に

加え、経営の透明性、意思決定の迅速化を図るため、専門的かつ中立・公正な

立場から取締役会が監視および監査されることを狙いとして、社外取締役5名、

社外監査役3名をそれぞれ選任しています。役員人事に関する事項は、社外取

締役が過半数を占める「役員人事報酬委員会」により事前検討を行い、適切な

関与・助言を得ることにより、公正かつ透明性を確保しています。社外取締役

の候補者選定にあたっては、会社法および東京証券取引所などの独立性に関す

る要件に加え、当社の経営に対し率直かつ建設的に助言し監督できる高い専門

性と豊富な経験を重視しています。各取締役および経営役員・執行幹部は、部

門と事業・基盤のタテとヨコで業務を分担し、連携による迅速かつ効率的な業

務執行に努めるとともに、相互けん制による適正な業務執行に努めています。

また、取締役会は、リスクマネジメントや腐敗防止※などのコンプライアンス

を監督しています。コンプライアンスの状況を確認する目的でコンプライアン

ス違反の発生件数などが定期的に報告され、適切な指導を行っています。

評価期間　2024年4月～2025年3月

役割
企業価値向上に向けたグループ全体の情報開示の推進
・情報開示に関するグループ全体の方針策定および見直し
・重要／機微案件の情報開示の要否および内容の審議

開催頻度 定例2回／年、必要に応じて臨時開催

体制

議　長：Chief Risk Officer（CRO） 
事務局：経営企画部 
委　員：�経営役員、常勤監査役、下記担当の執行幹部 

または本部長 
［コーポレート戦略、経理、環境、総務人事］
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CSO＆CROメッセージ

COOメッセージ

コーポレートガバナンス

戦略推進とリスク管理の両輪で
企業価値向上を推進

オペレーションの競争力を最大化し、
未来を切り拓く

Chief Strategy Officer、 
Chief Risk Officer 山中 章弘

Chief Operating Officer 加藤 茂和

推進の段階からこれらのリスクを包括的に検討し、適切な

リスクテイクのもと、実施する施策の効果を最大限に引き

出します。

そして、パワートレイン製品のラインナップ拡充と供給

体制の強化を進め、さらなる成長を目指します。また、グ

ループ横断的なリスク管理を行うことで、競争力（性能、コ

スト、品質）を強化し、BCP対応などにも取り組み、さらな

る企業価値の向上を目指してまいります。

す。その際には、チーム全体で「現地現物」の姿勢を徹底し、

現場に足を運び、現物を見て、現実を知ることで、真の課題

を捉え、実効性のある改善を積み重ねていきます。

この挑戦を支えるのは、何よりも「人」の力です。私たちは

これまで、「認め合い、活かし合う、挑戦し続ける」風土づく

りに取り組んできました。その成果を、部門や会社の枠を超

えたチームワークを結集して改革・改善へとつなげ、競争

力をさらに高めていきます。

今後も、社員一人ひとりが自律的に考え、行動し、挑戦で

きる環境を整えながら、組織全体で変化を楽しみ、未来を切

り拓いていける企業を目指してまいります。

自動車業界は急速なEVシフトの流れから、マルチパス

ウェイで対応することが現実的という情勢に変化する中、

当社はエンジン部品の強みを活かしつつ、電動化やクリー

ンエネルギーへの対応も進め、持続的な成長を続けてまい

ります。

CSO（戦略推進）としては、スピード感をもってエンジン

システムサプライヤーを目指すという事業戦略を実現する

ため、戦略資金を活用し、さらに事業提携や資本提携ならび

にM&Aなども実施してまいります。これらの施策を進めて

いくにあたっては、企業文化の融合などの重要な課題もあ

りますが、CRO（リスク管理）を兼任することにより、戦略

2025年4月より、COOとして、当社の業務執行を統括す

る役割を担うこととなりました。自動車産業が100年に一

度の大変革期を迎える中、当社も新たな中期経営計画のも

と、持続的な成長と企業価値の向上に向けて歩みを進めて

います。

私の使命は、CEOの右腕として、各部門の力を結集し、戦

略の実行を加速させることです。特に、時代の変化に柔軟に

対応しながら、オペレーションの競争力と効率性を最大化

することが、当社の成長にとって不可欠であると確信して

います。

設計、生産準備、製造、調達、品質、物流、そしてアフター

マーケットに至るまで、バリューチェーン全体を俯瞰し、業

務プロセスの最適化と現場力の強化に取り組んでまいりま

社外取締役設置　女性役員選任

譲渡制限付株式報酬（RS）の導入

取締役会の実効性評価方法見直し

サステナビリティ委員会設置

情報開示委員会、リスクマネジメント委員会設置

2012 2015 2017 2020 2021 2022 2025

執行役員制度導入

執行役員制度の見直し 経営役員制度導入
CxO制度導入

当社は、経営理念に基づき、事業を通じた社会への貢献と持続的な企業価値向上を実現するため、コーポレートガバナンス

改革を推進することで公正性・透明性の維持・向上に努めるとともに、株主・投資家や顧客をはじめ、仕入先、地域社会、従業

員などの各ステークホルダーとの一層の価値共有のための取り組みを進めています。

2025年から経営役員制度の導入や、CxO制度の拡大、情報開示委員会およびリスクマネジメント委員会の設置など、さら

なるスピードの強化とグループ横断的な活動に向けた体制整備を行っています。

現在、自動車部品業界ではパワートレイン分野での再編や電動化への対応、企業間での連携強化やM&Aなど大きな変化の

中にあります。このような環境の中、長期的な展望を踏まえた経営議論の一層の充実と迅速な決断が必要と考え、新中期経営

計画の達成とさらなる事業成長の実現に向け、2025年4月より経営と執行をより明確に分離した体制に変更しました。

◎ 経営議論をより高度で、多様性に富んだ議論を行えるようにする

◎ 経営と執行を分離し、経営判断・議論する人財の強化を図る

◎ 権限を委譲し、執行のスピードと効率を上げる

施  策 内  容

①経営役員制度の導入
◎ 経営役員…経営議論をより充実させて戦略・方向性の議論を強化
◎ 執行幹部…経営と執行の責任を明確にし、執行に権限を委譲して執行のスピードを上げる

②CxO制度の導入
◎ �COO、CRO、CSO、CQOを設置し、権限委譲を図ることでグループ横断的な取り組みの 

スピードを上げる

コーポレートガバナンス改革

意思決定の迅速化と執行の強化

ねらい
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監督・指示・助言

監督・指示・助言

監督・指示・助言

報　告

報　告

報　告

リスクマネジメント委員会
（CRO）

愛三工業 本社　各本部
リスクオーナー

取締役会

経営役員会

生  

産
調  

達
営  

業
品  

質
・・・

機  

能

国内・海外　子会社
リスクオーナー

生  

産
調  

達
営  

業
品  

質
安  

全
安  

全
・・・

機  

能

連絡

通報

相談

啓発・指導・監視

連携

法令遵守状況の確認・報告
法令遵守に関する方針の策定・上申

ガバナンス会議

コンプライアンス担当役員

全社統括部署

法令担当部署

内
部
通
報
制
度

グループ
会社

運営状況の確認・フォロー方針決定

本部・
部門・部

リスクマネジメント委員会はChief Risk Officer（CRO）

を議長とし、ISO31000などを参照しながら事業はもとより

ESGを含む広範なリスクについて検討するとともに、重点

リスクの特定、リスクへの対応状況のモニタリング、指示や

指導などを行っていきます。定期的に各本部･子会社･機能

からリスクを集約し、重点リスクの見直しを行います。また、

インシデント情報共有強化やリスク対応状況の評価などを

行い、必要に応じて取締役会へ報告します。取締役会はリ

スクマネジメント委員会を監督し、必要な指示や助言を行い、

そのプロセスの有効性についてもレビューしていきます。ま

た、リスクが顕在化した場合は、CROの指示に基づき速や

かに対策本部設置など危機管理体制へ移行します。

当社では、コーポレート戦略担当経営役員を議長とする

「ガバナンス会議」において、企業倫理や法令の遵守状況、コ

ンプライアンスの活動状況などについて確認・フォローを

実施しています。また、その結果については、「サステナビリ

ティ委員会」において、年2回報告・審議されています。

その審議結果などやコンプライアンスの諸活動に関して

は、事務局である経営企画部から全社に共有され、各職場で

の活動に反映される仕組みとなっており、経営と現場が一

体となってコンプライアンスの徹底に取り組んでいます。

当社では経営理念や「コンプライアンス・ガイドライン」など、従来から培ってきた会社としての価値観をより積極的に業務執行

へ反映させるべく、リスクマネジメント方針に組み込んで活動を進めていきます。

また、品質対応、サイバーセキュリティ対応、事故・災害対応、感染症対応など、従来からあるリスク管理部門の機能を最大限活

用し、活動の継続性と機能強化の両立を図っていきます。

全社的重点リスクを特定するために全社のさまざまな部門からリスクを集約、「影響度」×「発生頻度」にてリスクマップを整理し、

重点リスクを特定しています。

「コンプライアンス・ガイドライン」では、当社グループ全体で共有・遵守すべきコンプライアンス項目を整理し、従業員一

人ひとりがコンプライアンス知識を深め、良識ある行動をとるための指針として、「解説版」も添えてグループ全従業員へ配布

しています。

2025年度重点リスク

影響度の目安 発生頻度の目安

コンプライアンス・ガイドライン14ヵ条

基本的な考え方 基本的な考え方

教育・啓発活動 内部通報制度

さらなる企業価値の向上に向けた実効性・即時性の高い全社的リスクマネジメント体制構築のため、2025年10月より新たにリ

スクマネジメント委員会を設置しました。全社的リスクマネジメントでは、リスクオーナーが自律的にリスク対応活動を推進し、日々の

業務の中で各機能、部署、そして従業員一人ひとりが当事者意識をもち、自律的なリスク対応力の強化を進めていきます。特に重要

度の高いリスクやグループ横断的なリスク対応活動の方向性や状況についてはリスクマネジメント委員会が監督し、さらに実効性の

高いリスクマネジメントを実践していきます。

当社では、持続的な成長と信頼性の向上のためには、愛三グループの全員がコンプライアンスを徹底し、ステークホルダー

からの期待・要請に応えることが必要であると考えています。この認識のもと、2007年にグループ共通の価値観・行動規範

を示す「愛三グループ行動指針」を制定し、法令遵守を含む9項目について宣言をしました。また、2015年には「コンプライア

ンス・ガイドライン」を策定し、従業員一人ひとりが遵守すべき行動指針として定め、全従業員に周知徹底しています。

階層別での教育、さまざまなコンプライアンスのテーマで実施す
るeラーニング、コンプライアンス違反の事例をメールマガジンや
回覧資料で紹介するなど、従業員へ定期的に情報を配信することに
より、法令遵守の意識を醸成しています。重点取り組みとして、工場
のスタッフを含めた全従業員を対象に集合教育を実施し、コンプラ
イアンスの重要性が共通認識となるよう取り組んでいます。また、
コンプライアンス意識調査を実施し、従業員の意識レベルを数値化
し、さらなる意識向上に向けた、教育・啓発活動に活かしています。

当社では、業務上のコンプライアンス違反、社内ルールや法令違
反などについて、問題の早期発見と未然防止のため、従業員やその
家族からの相談・報告を受け付ける通報・相談窓口を設置し運用
しています。職場のハラスメントや仕入先を対象にした相談窓口、
国内外グループ会社向けの「グローバルヘルプライン」など、相談者
や内容に応じたきめ細かな体制を整備しております。いずれの場合
も通報者が適切に保護されるよう、公益通報者保護制度に準拠した
体制を整えています。

インサイダー取引の禁止13法令遵守および文化の尊重1 ハラスメントの禁止9接待・贈答の規則遵守5

企業秘密の管理14輸出入規制品の持ち出し・持ち込み禁止2 飲酒運転の禁止10安全・衛生6

購入先との適正取引3 適正な会計処理11人権尊重・差別禁止7

競争法の遵守4 会社資産の適切な使用・管理12就業規則の遵守8

全社的リスクマネジメント推進体制
コンプライアンス推進体制

培ってきた価値観と組織力の活用

重点リスクの特定

コンプライアンス・ガイドライン
リスクマネジメント委員会
議長：Chief Risk Officer（CRO）　　事務局：経営企画部　　リスクオーナー：各機能・部署長
適用範囲：愛三工業および国内･海外子会社

※コンプライアンス担当役員：コーポレート戦略担当経営役員

具体的な取り組み

◎品質不正　◎サイバーセキュリティ　◎グループガバナンス不正

評価軸ごとのリスクレベルの目安

レベル 定義レベル 財  務 人  命 事業活動 レピュテーション

4 大きな影響 10億円以上
（純利益の10％以上） 重大災害 1拠点で、

1ヵ月以上の稼働影響
信頼の極めて
大幅な失墜

3 中程度の影響 5億円以上10億円未満
（純利益の5％以上10％未満） 準重大災害 1拠点で、

数週間以上の稼働影響
信頼の大幅な失墜

（信頼回復に5年以上）

2 小さな影響 1億円以上5億円未満
（純利益の1％以上5％未満） 休業災害 1拠点で、

数日の稼働影響
信頼の失墜

（信頼回復に2～3年以上）

1 軽微な影響 1億円未満
（純利益の1％未満）

不休災害・
赤チン災害

1拠点で、
数時間の稼働影響

信頼の失墜の
可能性は低い

レベル 定義レベル 発生頻度の
リスクレベルの目安

4 たびたび
発生 1年に1回以上

3 中程度 2～5年に1回以上

2 たまに
発生

5～10年に1回以上or
発生可能性がゼロに近い

1 ごくまれに
発生 10年以上
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取締役 監査役

■ 37,542株
■ 13回／13回（100%）

■ 41,597株
■ 13回／13回（100%）

■ 3,468株
■ 12回／13回（92%）
■ 11回／12回（92%）

■ 0株
■ 11回／11回（100%）
■ 10回／10回（100%）

■ 0株 
■ 13回／13回（100%）
■ 12回／12回（100%）

■ 0株
■ —
■ —

■ 0株
■ —
■ —

■ 11,435株
■ 11回/11回（100％）

■ 0株
■ 13回／13回（100%）

■ 0株
■ 12回/13回（92％）

■ 0株
■ —

■ 0株
■ —

■ 0株
■ 13回／13回（100%）

■ 0株
■ —

■ 23,424株
■ 13回／13回（100％）

取締役社長

野村 得之
取締役副社長

中根 徹 常勤監査役

古田 祐二

監査役（社外）

矢崎 信也

監査役（社外）

加藤 貴己
常勤監査役

中村 秀昭

監査役（社外）

西松 真人

取締役副社長

山中 章弘

取締役（社外）

大井 祐一
取締役（社外）

柘植 里恵

取締役（社外）

高山 直士
取締役（社外）

船引 英子

取締役（社外）

入部 百合絵

取締役副社長

加藤 茂和

1985年  4月 トヨタ自動車株式会社入社
2008年  1月 同社車両電子設計部長
2012年  1月 同社電子技術統括部長
2013年  4月 同社常務理事・電子技術領域長
2016年  4月 同社常務理事、先進技術開発カンパニー
2017年  6月 当社取締役副社長、副社長執行役員
2018年  6月 当社取締役社長、社長執行役員
2025年  4月 当社取締役社長、経営役員（現任）

1980年  4月 当社入社
2008年  6月 当社第1営業部長
2010年  6月 当社取締役
2012年  6月 当社執行役員
2013年  6月 当社取締役、執行役員
2014年  6月 当社取締役、常務執行役員
2017年  6月 当社取締役、専務執行役員
2020年  6月 当社取締役副社長、副社長執行役員
2025年  4月 当社取締役副社長、経営役員（現任）

1981年  4月 当社入社
2014年  3月 当社総務人事部長
2017年  6月 当社経営企画部長
2019年  1月 当社総務人事部長
2021年  1月 当社総務人事部 主査
2021年  6月 当社監査役（現任）

1996年  4月 弁護士登録　加藤・村瀬合同法律事務所入所
1999年11月 
 

村瀬・矢崎綜合法律事務所 
（現・ひのき綜合法律事務所） 
代表弁護士（現任）

2024年  6月 当社監査役（現任）

1992年  4月 トヨタ自動車株式会社入社
2018年  4月 同社調達企画部長
2021年  1月 同社サプライチェーン戦略部長
2022年  7月 同社調達本部 副本部長（現任）
2023年  6月 当社監査役（現任）

1986年  4月 トヨタ自動車株式会社入社
2008年  1月 同社ユニット部品調達部 第1ユニット部品室長
2010年  1月 ブラジルトヨタ有限会社 取締役 

アルゼンチントヨタ株式会社 取締役
2018年  1月 トヨタキルロスカ自動車株式会社 取締役
2021年  1月 当社調達本部 副本部長
2022年  9月 当社調達本部 本部長
2025年  6月 当社監査役（現任）

1982年  3月 監査法人丸の内会計事務所 
（現・有限責任監査法人トーマツ）入所

1984年  8月 公認会計士登録
2000年  7月 同法人代表社員
2015年12月 デロイトトーマツ合同会社 評議員
2025年  1月 公認会計士西松真人事務所 所長（現任）
2025年  6月 当社監査役（現任）

1988年  4月 トヨタ自動車株式会社入社
2011年  1月 同社HV先行開発部長
2018年  1月 同社常務理事・パワートレーンカンパニー統括
2019年  1月 同社パワートレーンカンパニー　先行技術開発領域長
2024年  1月 同社パワートレーンカンパニー　Chief Project Leader
2024年  6月 当社取締役副社長、副社長執行役員
2025年  4月 当社取締役副社長、経営役員（現任）

1978年  4月 豊田通商株式会社入社

2001年  3月 同社物流部 グループリーダー（部長級）

2006年  4月 同社執行役員

2011年  6月 同社常務執行役員

2013年  6月 同社常務取締役

2015年  4月 同社専務取締役

2017年  4月 同社取締役、専務執行役員

2017年  6月 同社代表取締役、副社長執行役員

2019年  6月 同社シニアエグゼクティブアドバイザー

2020年  6月 当社取締役（現任）

1990年  4月 監査法人トーマツ 
（現・有限責任監査法人トーマツ）入所

1995年  4月 公認会計士登録

1999年  1月 柘植公認会計士事務所 所長（現任）

2007年  6月 株式会社ラ・ヴィーダプランニング 
代表取締役（現任）

2015年  6月 当社取締役（現任）

1981年  4月 株式会社牧野フライス製作所入社

2002年12月 株式会社森精機製作所 
（現・DMG森精機株式会社）入社

2007年  6月 同社取締役

2008年  6月 同社常務取締役

2011年  9月 同社専務取締役

2019年  4月 同社専務執行役員

2021年  4月 同社エグゼクティブフェロー

2024年  1月 株式会社太陽工機入社（現任）

2025年  6月 当社取締役（現任）

1986年  4月 株式会社富士通東海システムエンジニアリング 
（現・富士通株式会社）入社

1988年12月 株式会社東海総合研究所 
（現・三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）入社

2016年10月 同社コンサルティング・国際事業本部 名古屋本部 
組織人事戦略部長

2018年  6月 同社執行役員 
コンサルティング事業本部 名古屋ビジネスユニット長

2021年  4月 同社執行役員 
コンサルティング事業本部 組織人事ビジネスユニット長

2025年  4月 同社執行役員 
コンサルティング事業本部 副営業本部長（特命）（現任）

2025年  6月 当社取締役（現任）

2007年  4月 豊橋技術科学大学 
情報メディア基盤センター 助教

2013年  4月 愛知県立大学 情報科学部 助教

2013年  8月 名古屋大学大学院 情報科学研究科　特任助教

2017年  4月 名古屋大学 未来社会創造機構　特任准教授

2017年  4月 愛知県立大学 情報科学部 准教授

2022年  6月 当社取締役（現任）

2025年  4月 愛知県立大学 情報科学部 教授（現任）

1991年  4月 トヨタ自動車株式会社入社
2017年  1月 同社パワートレーン製品企画部チーフエンジニア
2019年  7月 同社パワトレシステム開発領域チーフエンジニア
2021年  8月 同社PT製品企画Chief Project Leader
2023年  7月 同社パワートレーンカンパニーPresident（現任）
2025年  6月 当社取締役（現任）

1987年  4月 トヨタ自動車株式会社入社
2013年  1月 同社経理部 企画室長
2015年  1月 トヨタ自動車（中国）投資有限会社　執行副総経理
2019年  4月 当社執行役員
2020年  6月 当社取締役、執行役員
2024年  4月 当社取締役、副社長執行役員
2024年  6月 当社取締役副社長、副社長執行役員
2025年  4月 当社取締役副社長、経営役員（現任）

担当／Chief Executive Officer 担当／社長補佐

担当／�Chief Strategy Officer、 
Chief Risk Officer

担当／Chief Operating Officer

略歴・地位 略歴・地位 略歴・地位

略歴・地位

略歴・地位略歴・地位

略歴・地位略歴・地位

略歴・地位 略歴・地位

略歴・地位 略歴・地位

略歴・地位

略歴・地位

略歴・地位

取締役

上原 隆史

役　職 氏　名 営　業 技術開発 製造・調達 海外経験 ESG 法務・
コンプライアンス D　X 財務・会計 人事・労務

取締役

取締役社長 野村 得之 ○ ○ ○

取締役副社長 中根 徹 ○ ○ ○ ○

取締役副社長 加藤 茂和 ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役副社長 山中 章弘 ○ ○

取締役 上原 隆史 ○ ○ ○

取締役（社外） 大井 祐一 ○ ○ ○ ○

取締役（社外） 柘植 里恵 ○ ○ ○

取締役（社外） 入部 百合絵 ○ ○ ○

取締役（社外） 高山 直士 ○ ○ ○

取締役（社外） 船引 英子 ○ ○ ○

監査役

常勤監査役 古田 祐二 ○ ○ ○ ○

常勤監査役 中村 秀昭 ○ ○ ○ ○

監査役（社外） 加藤 貴己 ○ ○ ○

監査役（社外） 矢崎 信也 ○ ○ ○

監査役（社外） 西松 真人 ○ ○ ○ ○

当社の取締役・監査役が有する能力・経験は以下の通りです。役員のスキルマトリクス

■ 所有株式数（2025年3月31日現在）

■ 取締役会出席状況（2024年度）

■ 監査役会出席状況（2024年度）
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売上高 （億円）

1,814 1,937
2,408

3,143

営業利益／営業利益率 （億円／%）

49

2.7
98

5.1

136

5.7

当期純利益／当期純利益率 （億円／%）

68
85

117

1株当たり配当金／配当性向 （円／%）

18
29

研究開発費 （億円）

98 104 111

設備投資額／減価償却費 （億円）

97 94 86

110
101

129129 134
122

148

126
137

純資産／ROE （億円／%）

877
1,008

1,103

1,395 1,403

ROIC ／WACC （%）

営業利益 営業利益率

当期純利益
当期純利益率

純資産 ROE ROIC WACC

1株当たり配当金 配当性向

減価償却費設備投資額

154

4.1
4.4 4.5

35

55

35

26.8
32.2

25.9

2.7

5.3

6.9

29.3

681.9

3.53.5 3.7

132

183

3,372
4.9

7.4

5.8

8.1

5.7

32.1

3.9

5.4

4.3

7.5
8.4

9.7
9.8

2020 2021 2022 2023 2020 2021 2022 2023 2024

2020 2021 2022 2023 2024 2020 2021 2022 2023 2024

2020 2021 2022 2020 2021 20222023 2024 2023 2024

2020 2021 2022 2023 2024 2020 2021 2022 2023 2024

2024

CO2（Scope1&2）排出量（連結） （万t-CO2）
9.5 9.9 9.5

再生可能エネルギー率 （%）

CO2（Scope3）排出量 （万t-CO2）

154.6 158.9
179.58.6

7.4

181.6 171.6

特許保有件数（単独） （件）

1,239 1,157

1,550

女性従業員数／女性従業員比率（単独） （人／%）

341 353 359 376

男性育児休業取得者数/男性育児休業取得率（単独） （人／%）

7

28

55

男性育児休業取得者数
男性育児休業取得率

カーボンニュートラル関連特許出願件数（単独） （件）

23
36

92

障がい者雇用者数/障がい者雇用率（単独） （人／%）

63 64 68

海外国内

679 622

871

560 535 679

1,499 105
115

851

648

1,464

819

645

女性従業員数 女性従業員比率

障がい者雇用者数
※雇用率は障がい等級に応じたカウント法で算出

障がい者雇用率

59
63

※2022年度以降は第三者検証を受審

12.6 13.3 13.9 14.8

398

15.9

14

39

74

2.85 2.88 3.03

81

50

2.93
88

76 2.86 

1 1 1

10

23

2020 2021 2022 2020 2021 2022

2020 2021 2022

2023 2024 2023 2024

2023 2024 2020 2021 2022 2023 2024

2020 2021 2022 2020 2021 20222023 2024 2023 2024

2020 2021 2022 2020 2021 20222023 2024 2023 2024

財務ハイライト（連結） 非財務ハイライト（連結／単独）
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（年度） 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

経
営
成
績

売上高 212,676 215,360 203,769 212,524 213,494 205,489 181,427 193,751 240,806 314,336 337,259 

製
品
別

燃料ポンプモジュール 72,540 79,490 72,756 77,751 79,556 79,777 68,846 73,948 97,778 159,934 175,808 
インジェクタ 7,196 5,774 4,921 5,033 4,672 4,179 2,939 3,287 3,400 2,405 2,780 
燃料系その他 6,571 5,680 4,929 4,435 3,933 3,570 2,606 2,981 3,486 3,996 4,761 
スロットルボデー 47,076 49,877 49,341 49,912 48,042 42,848 34,398 35,833 39,098 42,176 43,367 
EGRバルブ 7,621 5,918 5,971 7,180 9,589 11,844 12,729 14,852 22,374 23,131 25,387 
吸排気その他 11,677 10,488 9,834 9,244 8,628 7,027 6,180 7,072 7,741 8,448 9,851 
キャニスタ 25,533 26,454 25,227 26,572 27,384 26,099 27,833 27,488 34,273 40,076 41,710 
排出ガス制御系その他 4,713 4,411 4,084 4,019 3,858 4,388 5,060 4,865 5,110 7,146 7,935 
エンジンバルブ 9,502 8,773 9,045 9,887 9,547 9,436 8,110 8,906 9,821 9,932 9,772 
その他 20,236 18,485 17,653 18,480 18,275 16,311 12,717 14,508 17,714 17,086 15,880 

地
域
別

日本 101,375 90,136 81,635 83,173 82,080 82,991 74,099 70,445 77,368 91,948 99,929 
アジア 63,998 72,306 73,181 79,156 82,391 81,104 74,504 86,540 107,576 135,682 144,054 
米州 34,092 39,113 35,657 34,766 33,652 28,240 22,728 25,367 43,308 71,096 77,344 
欧州 13,210 13,805 13,294 15,428 15,370 13,153 10,094 11,398 12,553 15,608 15,929 

売上総利益 28,258 26,960 23,996 25,974 25,588 24,365 20,462 24,927 32,754 41,218 48,972 
営業利益 10,796 9,854 8,159 9,421 8,227 7,226 4,956 9,809 13,632 15,498 18,338
経常利益 11,322 9,349 7,407 9,770 8,181 6,866 4,986 10,255 14,083 17,201 19,292
親会社株主に帰属する当期純利益※ 6,755 6,208 4,505 4,526 6,124 -5,073 3,525 6,831 8,504 11,744 13,234
設備投資額 13,280 15,884 12,738 12,022 16,523 19,323 9,711 9,449 8,636 12,285 12,651
減価償却費 10,140 11,172 10,700 10,773 11,033 12,554 11,011 10,174 12,994 14,831 13,768
研究開発費 10,336 10,854 10,922 11,196 11,302 10,845 9,815 10,494 11,111 12,936 13,426

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,772 24,132 14,395 13,767 11,421 14,678 17,761 13,544 20,269 38,627 28,222
投資活動によるキャッシュ・フロー -18,035 -13,441 -16,431 -11,145 -18,429 -16,591 -6,785 -6,955 -29,599 -9,664 -20,128
フリーキャッシュ・フロー -4,263 10,691 -2,036 2,622 -7,008 -1,913 10,976 6,589 -9,330 28,963 8,094 
財務活動によるキャッシュ・フロー 3,822 -1,585 -3,510 11,779 -435 1,704 -1,176 -4,128 3,536 -11,431 10,949

財
政
状
況

資金（現預金+有価証券） 26,166 35,113 30,093 44,928 36,635 36,204 46,329 50,086 45,973 67,036 85,776
有利子負債 25,523 25,622 23,751 37,580 39,053 43,085 43,551 32,102 48,828 41,836 56,216 
自己資本 84,880 81,324 81,472 87,643 87,777 79,114 84,206 96,944 106,408 134,741 135,821
総資産 185,422 184,156 178,914 196,650 192,500 186,362 189,918 201,936 225,762 272,549 300,982

財
務
指
標

売上高営業利益率 （％） 5.1 4.6 4.0 4.4 3.9 3.5 2.7 5.1 5.7 4.9 5.4 
総資産当期純利益率（ROA） （％） 3.9 3.4 2.5 2.4 3.2 -2.7 1.9 3.5 4.0 4.7 4.6 
自己資本当期純利益率（ROE） （％） 8.9 7.5 5.5 5.4 7.0 -6.1 4.3 7.5 8.4 9.7 9.8 
売上高当期純利益率 （％） 3.2 2.9 2.2 2.1 2.9 -2.5 1.9 3.5 3.5 3.7 3.9 
自己資本比率 （％） 45.8 44.2 45.5 44.6 45.6 42.5 44.3 48.0 47.1 49.4 45.1 
ネットDEレシオ （倍） -0.0 -0.1 -0.1 -0.1 0.0 0.1 -0.1 -0.1 0.0 -0.2 -0.2 

1
株
当
た
り
情
報

配当性向 （％） 25.8 33.3 34.8 95.3 27.8 － 32.2 26.8 25.9 29.3 32.1 
1株当たり当期純利益（EPS） （円） 112.19 99.24 71.88 72.11 97.26 -80.55 55.97 108.40 135.01 187.63 211.86 
1株当たり配当金（DPS） （円） 29.00 33.00 25.00 29.00 27.00 20.00 18.00 29.00 35.00 55.00 68.00 
1株当たり純資産（BPS） （円） 1,359.36 1,297.81 1,299.45 1,392.79 1,393.58 1,255.94 1,336.78 1,539.63 1,688.64 2,158.56 2,173.01 
従業員数 （人） 10,262 10,294 10,320 10,440 10,500 10,716 10,018 9,720 10,459 10,904 10,962

※ 2014年度は「当期純利益」

（単位：百万円）財務データ（連結）
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本社

安城工場

広瀬テクニカルセンター

本社工場

豊田工場

東日本支社 横浜事務所
東日本支社 北関東事務所
浜松支社
西日本支社（大阪）
西日本支社（広島）

会社名 愛三工業株式会社

本社所在地 愛知県大府市共和町一丁目1番地の1

設立 1938年12月

代表者 野村 得之

資本金 10,866百万円

事業内容 自動車部品の製造・販売

従業員数 10,962名 （連結）　3,184名 （単独） 

※臨時従業員含む

関係会社 グループ会社29社 （海外21社／国内8社）

決算期 3月

格付 A- （JCR：日本格付研究所）

玄潭産業株式会社／韓国
玄潭テック株式会社／韓国
愛三（天津）汽車部件有限公司／中国
愛三（佛山）汽車部件有限公司／中国
愛三貿易（広州）有限公司／中国
沈陽玄潭汽車部件有限公司／中国
泰凱通用化油器（宁波）有限公司／中国
P.T. Aisan Nasmoco Industri／インドネシア
Aisan Corporation Asia Pacific Limited／タイ
Aisan Auto Parts India Pvt. Ltd.／インド（2025年6月合併）

Aisan Industry India Pvt. Ltd.／インド
Aisan Sales India Pvt. Ltd.／インド
IHD Industries Pvt. Ltd.／インド

Franklin Precision Industry, Inc.／米国
Aisan Industry Kentucky, LLC／米国
Aisan Corporation of America／米国
Hyundam America Inc.／米国
Aisan Autopartes Mexico, S.A. de C.V.／メキシコ

テイケイ気化器株式会社

愛協産業株式会社

アイサンコンピュータ  
サービス株式会社

株式会社ニチアロイ

愛三熊本株式会社

マグネクス株式会社

株式会社アイエムアイ

ミヤマ精工株式会社（関連会社）

株式 
 

発行可能株式総数� 190,000,000株
発行済株式総数� 57,027,755株 
※自己株式を除く

単元株式数� 100株

上場証券取引所 東京証券取引所　プライム市場
名古屋証券取引所　プレミア市場
証券コード： 7283

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ

主な株主 トヨタ自動車株式会社
株式会社豊田自動織機

国内拠点 （2025年3月31日現在） 海外拠点 （2025年3月31日現在）

国内関係会社

アジア

米  州

Aisan Industry France S.A.／フランス（2025年10月売却）

Aisan Industry Czech s.r.o.／チェコ
Aisan Corporation Europe NV/SA／ベルギー
Hyundam Slovakia s.r.o.／スロバキア

欧  州

会社概要 （2025年3月31日現在） 株式情報 （2025年9月30日現在） 株式所有者別分布状況 
※自己株式を除く

株価の推移

大株主の状況（注）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

トヨタ自動車株式会社 18,107 31.8
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,406 9.5
株式会社豊田自動織機 4,767 8.4
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,941 5.2
愛三工業従業員持株会 1,687 3.0
RE FUND 107-CLIENT AC 1,490 2.6
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 1,242 2.2
株式会社三井住友銀行 780 1.4
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 766 1.3
THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 632 1.1

愛三工業 レーシングチーム 愛三工業 陸上競技部
1976年に社内部活動として設立した
自転車部は1987年の実業団登録を
機に本格的なレース活動を開始しまし
た。2006年にコンチネンタルチーム
として登録し、国内でのレースのみな
らず国際レースでも活躍の場を広げて
います。

1979年に企業内学園の愛三訓練生
（現愛三学園生）でチームを結成して
名岐駅伝に出場したことから始まりま
した。2002年に全日本実業団対抗駅
伝競走大会（ニューイヤー駅伝）に初
出場して以来、24年連続して出場し
ています。

（注） 持株比率は自己株式（6,379,124株）を控除して計算しております。

その他国内法人

金融機関 

外国法人等

個人・その他 

証券会社  

43.0%

20.1%

21.2%

14.4%

1.3%

2024年4月2023年4月2022年4月2021年4月2020年4月

0
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3,000

6,000

9,000

12,000

株
価 （
円
）

出
来
高 （
千
株
）

2025年3月

厚生労働省の
「くるみ ん 」
マークを取得

2023
経済産業省が定め
る「DX認定事業者」
の認定更新

2022
女性活躍推進法に基づく「えるぼし認
定（2つ星）」を取得

「あいち生物多様性
企業認証制度」の認
証企業に選定
2025年に優良認証
企業に昇格

2025
経済産業省と東京証券取引
所が選定する「健康経営銘
柄」に初選定

環境省「自然共生サイト」
の認定を取得

企業スポーツ

社外からの評価
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INTEGRATED 
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2025年3月期│統合報告書

今 を も っ と 快 適 に

愛知県大府市共和町一丁目1番地の1
経営企画部 広報IR室
TEL 0562-48-6215

Webサイト（https://www.aisan-ind.co.jp）でも
情報をご覧いただけます。




